
 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 
釜石商工会議所（法人番号 ４４００００５００４３７３） 
釜石市    （地方公共団体コード ０３２１１５） 

実施期間 令和７年４月１日～令和１２年３月３１日 

目  標 

＜事業に取組む目標＞ 

１．経営環境への適応 

２．生産性向上の推進 

３．円滑な事業承継と創業の促進 

４．ＤＸに向けたＩＴ活用と情報活用等の推進 
５．経営力再構築伴走支援の実行 
 
＜地域への裨益目標＞ 

地域小規模事業者の経営安定、稼ぐ力の向上、地域経済への活性化につなげるこ

とで地域経済に寄与し、売上向上、利益確保を図り、地域の雇用、納税、地域生活

に貢献する。 

事業内容 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

３．地域の経済動向調査に関すること 

（１）地域経済構造分析の実施 
（２）景気動向調査の実施 

（３）通行量調査の実施 
 
４．需要動向調査に関すること 

（１）対面（アンテナショップ・販売会、展示・商談会）でのニーズ調査の実施 

（２）インターネット販売（ＥＣ、ふるさと納税等）を活用したニーズ調査の実施 
 
５．経営状況の分析に関すること 
（１）セミナー、個別相談等の実施による掘り起こし 

（２）簡易経営状況分析の実施 

（３）詳細経営状況分析の実施 
 
６．事業計画策定支援に関すること 

（１）セミナー、個別相談等の実施による掘り起こし 
（２）事業計画策定支援の実施 
 
７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

事業計画策定事業者（重点支援、定期支援）に対するフォローアップの実施 
 
８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 
（１）テスト販売・展示販売会を活用した販路開拓の実施（ＢtoＣ） 

（２）展示・商談会を活用した販路開拓の実施（ＢtoＢ） 

（３）インターネット販売を活用した販路開拓の実施（ＢtoＣ） 
（４）プレスリリース、ＰＲ支援の実施 

連 絡 先 

釜石商工会議所中小企業相談所 

・〒026-0021 岩手県釜石市只越町 1-4-4 

・ＴＥＬ： 0193-22-2434 ／ F A X： 0193-22-1600  

・E-mail： soudanjo@kamaishi-cci.or.jp 
 
釜石市産業振興部商工観光課 

・〒026-8686 岩手県釜石市只越町 3-9-13 
・ＴＥＬ： 0193-27-8421 ／ F A X： 0193-22-2762 
・E-mail： sangyou@city.kamaishi.iwate.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

 

１．目標 
（１）地域の現状 

①釜石市の立地 

釜石市は、岩手県の南東部、三陸復興国立公園のほぼ中央に位置し、東は太平洋に面しており、

三陸漁場、リアス海岸を有する。海洋の影響と地理的条件から、四季を通じて比較的温暖な気候
に恵まれている。市域面積は 440.34 ㎢であり、山林、牧場、原野、雑種地が 308.56 ㎢を占め、
宅地が 8.19 ㎢、田、畑が 5.17 ㎢、その他 118.42 ㎢となっている。              

三陸の海や山の豊かな自然のもとで、農林漁業を中心に生活や産業が営まれてきたが、安政 4

年日本で初めて洋式高炉による鉄の連続出銑に成功し、釜石市は日本の近代製鉄発祥の地とな

り、以降我が国産業の発展を支える礎としての役割を果たしてきた。 
 

②釜石市の交通 
県内内陸部と比べて整備が遅れていた道路交通網は、東日本大震災後に、岩手県の横軸となる

東北横断自動車道釜石秋田線釜石ＪＣＴなどが完成して平成 31 年 3 月 9 日に全線開通した。縦

軸は県内沿岸部を南北に走る三陸縦貫自動車道の釜石中央ＩＣなどが完成して令和3年12月18
日に全線開通した。鉄道交通網では、東日本大震災を経てＪＲ山田線はＪＲ東日本から三陸鉄道
に移管され、震災から 8 年を迎えた平成 31 年 3 月 24 日に全線が復旧開通した。 
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東北横断自動車道釜石秋田線 

釜石市 

  

釜石市の交通体系 
●縦横の道路網（JR 釜石線、三陸鉄道） 

●縦横の鉄道網（三陸道、東北横断道） 

●花巻空港 

  

JR 釜石線 
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<車移動の時間が短縮> 
  

交通インフラが非常に遅れ

ていた三陸沿岸部において、

長年の年月をかけて縦軸、横

軸の道路網が「災害に強く新

たな街を支える道路」として

東日本大震災を経て完成 

 
（出典：釜石市交通アクセス） 

（出典：いわての 

道路ポケット版） 
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東北横断自動車道釜石秋田線 

（出典：釜石市第六次総合計画） 

＜釜石 JCT＞  
三陸道・東北横断道の結節点 
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③釜石市の人口 

釜石市の人口の推移は、昭和 38 年の 92,123 人をピークに急激な人口減少が進み、令和 6 年 3

月末時点では 29,556 人とピーク時の 32.1％となっている。人口減少の背景として、釜石市はか
つて「鉄と魚のまち」と言われたように、鉄鋼業の第二次産業、漁業の第一次産業を中心に繁栄

してきた歴史があるが、基幹産業である鉄鋼業の高炉廃止等による縮小、漁業の衰退がある。ま

た、東日本大震災による人的被害の影響の他、他地域と同様に就業の場を求めた首都圏・都市部

への流出、大学進学率の上昇等、複合的要因が考えられる。 
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（出典：第２期釜石市人口ビジョン・オープンシティ戦略） 
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④釜石市の産業構造 

釜石市は「鉄と魚のまち」と言われ、製造業、特に鉄鋼業と漁業を中心として繁栄してきた街

である。昭和 35 年の就業人口比率は、第 1 次産業が 18％、第 2 次産業が 42％、第 3 次産業が
40％と第 2 次産業の従事者が多い一方、第 1 次産業にも一定程度が従事していた。その後、第 1

次、第 2 次産業の就業人口の減少に伴い、その割合も減少し、令和２年には第 1 次産業が 4.6％、

第 2 次産業が 30％、第 3 次産業が 64％となる等、産業構造も徐々に第 3 次産業中心に変化した。 

第 1 次産業は、就業人口は 60 年間でほぼ９分の１に減少した。第 2 次産業は、就業人口が 60

年間でほぼ３分の１まで減少しているが、製造業については、就業者が減少する中でも釜石市の
産業構造に占める割合の変化は少なく、依然として産業経済の中心的な役割を担っている。第 3

次産業従事者も年々減少しているが第 1 次・第 2 次産業と比較して減少幅は小さい。 

1980 年代以降に鉄鋼業の生産規模の縮小等により急激な落ち込みを示した市の製造品出荷額

は、1990 年～2000 年代にかけて、新たに立地した誘致企業がリードする形で、多業種からなる

産業構造へと転換を図ったことで、一般機械器具製造業の占める割合が増えている。 
 

 
 

 

 
 
 

 
 
 
 

 
産業の構成割合を、全国及び岩手県と比較すると第２次産業の割合が 58.8％であり、全国の

39.9％と比べて高い。一方、第３次産業の割合は 39.6％と全国の 58.9％に比べて低い。 
業種毎の従業者数は、最も多いのは製造業の 4,003 人で、全体の 24.９％を占めている。次いで

卸売業・小売業の 2,692 人で 1６.７％、医療・福祉の 2,222 人で１.8％が続く。 

 

 
 
 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 
 

  

 

 

 

 
（出典：RESAS（地域経済分析システム）） 

年間商品販売額の推移 

＜小売業・卸売業＞ ＜製造業＞ 

事業所数の推移 

製造品出荷額等の推移 

事業所数の推移 食料品製造業、プ
ラスチック製品

製造業が多い。 

2020 年は 2015 年
と比較すると７％

減少している。 

 

2021 年は 2007 年と

比較すると 21.4 %減

少している。 
 

 

2021 年と 2007 年を
比較すると小売業は

51.4％減少、卸売業は

39.7％減少している。 

（出典：RESAS（地域経済分析システム）） 

＜地域内産業の構成割合＞ ＜従業者数＞ 

釜石市 
 
  

岩手県
平均 

  

  

全国 

2次 3次 
1次 

製造業

次 

卸小売

り 

医療/福祉 

建設業

造次 
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 ⑤商工業者数と小規模事業者数（業種別） 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

商工業者数を業種別に見ると、増加している業種は、医療・福祉、教育・学習支援業、宿泊業・
飲食サービス業等である。その一方で、減少している業種は、情報通信業、運輸業・郵便業、製

造業、建設業等である。 
小規模事業者数を業種別に見ると、増加している業種は、宿泊業・飲食サービス業、医療・福

祉、教育・学習支援業等である。その一方で、減少している業種は、情報通信業、運輸業・郵便

業、製造業、金融業・保険業、建設業である。 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 

 
 
 
 

 

 

 
 

 

 

 ⑥第六次釜石市総合計画 
東日本大震災からの復興まちづくり基本計画は、令和 3 年に 10 年を迎え計画期間が終了した。

現在は第六次釜石市総合計画が令和 3 年度から令和 12 年度まで 10 ヶ年を計画期間として策定
されている。（以下、商工業関連部分を抜粋） 

 

 
 

 
 

 
 
 

 

＜施策の体系＞ 
●商工業の振興と新たな産業の創出「商工業の振興、起業創業支援と新事業の創出」 

 
＜現状と課題＞ 

●人口、事業者数とも減少傾向となることが予想される中、復興需要の落ち込みによる 

売上の減少や経営者の高齢化による事業承継の問題など地域事業者の持続的な経営が
難しい状況になっています。 

 
（出典：経済センサスの集計に基づく商工業者数及び小規模事業者数算出表） 

釜石市の商工業者数は、平成 26 年から令和 3 年
を見ていくと、一貫して減少傾向である。平成 26

年と平成 28 年を比較すると 98.6％、平成 28 年と

令和元年を比較すると 93.6％、令和元年と令和 3

年を比較すると 98.8％と減少してきている。 
小規模事業者は、平成 26 年から令和元年を見て

いくと、一貫して減少傾向であるが、令和 3 年はや

や増加傾向であり、新規創業による小規模事業者数

の増加が考えられる。小規模事業者数は商工業者数

の 81.1％となっている。 

（出典：経済センサスの集計に基づく商工業者数及び小規模事業者数算出表） 
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（２）地域の課題 
①東日本大震災以降は経営環境が激変し、従来通りのビジネスモデルでは、維持困難な傾向にある 

（全業種） 

  東日本大震災後は、東京オリンピックの開催が決定し、被災地では人手不足、資材単価の高騰
が起こり、復旧施策のグループ補助金においても資材高騰枠という追加措置が講じられた。それ
から時間も経過し、全国的な物価高騰、人手不足等によって、価格転嫁が課題となる等、多くの

追加的課題が発生している。併せて地球環境も変化し、海水温上昇もあり、魚の水揚高が減少、
湾内では貝毒発生が頻繁化し、水産加工業等を中心に、原材料確保が難しくなる等の課題が発生
している。 

 

②経営者年齢は高齢化し、個人事業者の廃業が増加傾向であり、事業継続が厳しくなっている 
（全業種） 

釜石市の高齢化率は、2024 年 6 月時点で 40.3%となり、国や県を大きく上回る速
度で高齢化が進んでいる。釜石市事業承継アンケート（令和 6 年８月実施）では、回
答いただいた 252 事業者（回収率 50.4％）の経営者年齢は 60 代以上が 84.9％を占

める等、経営者年齢は高齢化傾向にある。昨今では個人事業者を中心に廃業を理由と

する商工会議所の脱会が増加傾向にある。経済センサスにおいて令和元年と令和 3
年の比較では小規模事業者数は 102.1％と増加しているが、商工業者数では 98.8％と
事業者数は減少傾向にある。  

 

③人口減少によって地域の市場は縮小しており、地域内のみでは売上確保が厳しい傾向にある 

（小売業、サービス業等を中心に） 

釜石市の人口はこの半世紀で半減し、現在も減少傾向にある。また、消費者の高齢化によって
店舗への来店頻度は減少、物価高による販売単価の減少等、地域の市場は縮小傾向にある。併せ

て、インターネット販売が当たり前の時代にあって消費購買行動は変化、道路網の整備により移

動が容易となって商圏が拡大した反面、競争が激化し、これらも市場を取り巻く課題となってい

る。 
 

④生産年齢人口が減少傾向にあり、人材の確保と育成による技能継承が難しくなってきている 
（製造業等を中心に） 

  人口減少、少子高齢化により、地域の小規模事業者等は、従業員の採用が厳しい状況にある。

大企業の工場と採用で競合する場合もあり、日本人従業員の採用は、賃上げや処遇改善、働き甲
斐も含めて魅力ある職場づくりが課題となっている。一方で特定技能外国人等は大きな戦力とし

て期待されている。若年労働者の採用難化傾向にあっては、従業員年齢が高齢化して、ベテラン
従業員に依存する中で、退職に伴う技能継承も大きな課題となっている。 

 
 
 

＜主な施策＞ 
●商業の振興 

市内事業者の持続的な経営を可能とするため、事業者の実情に即した事業計画策定の

支援を行うとともに、経営安定や事業承継に向けた支援等を関係機関と連携して推進し

ます。 
●工業の振興 

   持続的な工業振興と時代に対応した新たな事業の創出に取組みます。 

 ●起業・創業に向けた支援 

   地域に新たな市場や経済活動を創出するため、起業・創業に向けた取組みを関係機関

と連携して推進します。 
 ●新たな事業展開に向けた支援 

   全ての産業において、電子商取引の活用による合理化や販路拡大、新商品の開発など、

企業の実態や市場動向に応じた新たな取組みを積極的に支援します。 
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（３）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

①10 年程度の期間を見据えて 

釜石市の人口は、令和 6 年３月末に 29,556 人と 3 万人を割った。地域商工業者のうち 81.1％
を占める小規模事業者は、経営者年齢の高齢化によって円滑な事業承継が重要な課題となってい

る。釜石市事業承継アンケートでは、廃業予定と回答している個人事業者も一定数おり、今後、

人口、事業者数ともに減少傾向となることが推測される。 

釜石市の歴史は、「鉄と魚のまち」として鉄鋼業を中心に発展してきた経緯から、基幹産業の

縮小や水産業の水揚げ不振等によって地域経済の大きな浮き沈みを経験してきた。このため人口
減少が他都市よりも早く進むとともに、市民生活や都市構造で他都市に先んじて大きな環境変化

を経験、東日本大震災という未曽有の災害も経験した。 

今後、更なる人口減少や少子高齢化、物価高や為替の影響等、ライフスタイルの変化や消費者

行動の変容、需要の低下や地域間競争激化等も懸念されるが、これまでの大変化の経験を活かし、

外部環境の分析を十分に行い、変化する環境に適応した経営の再構築に取組む必要がある。 
経営計画、事業計画の策定は、多くの時間を要することではあるが、小手先ではない商工業振

興を図る上で採るべき振興策であると考える。中長期的な視点を持って、経営計画、事業計画を
策定し、作業効率の改善や省人化、付加価値向上につながる新たな取組み等を行う中で、好機を

逃さず、上手くいかない場合は計画を見直し、地道な経営活動を繰り返した先に、地域経済の

10 年後のあるべき姿が発展的であることを目指す。 
 
②第六次釜石市総合計画との連動制・整合性 

第六次釜石市総合計画では、小規模事業者に関係するプランは以下のとおりです。 
 

 
 

 
 

 
 
 

第六次釜石市総合計画では、あるべき姿の実現に向けて、持続的な経営を可能とするため、事

業者の実態、実情に即した事業計画の策定を支援する。そして商品・市場戦略として新商品開発
や販路拡大、新事業創出を支援する。また、電子商取引の活用、事業承継支援、起業・創業支援
も併せて行うものである。 
これらは、本経営発達支援計画の考えと合致していることから整合性を有し、連動して取組む

ことが十分に可能であることから、釜石市と調和的に連携して支援する。 

 

③釜石商工会議所としての役割 
当所は地域の総合経済団体として、国・県・市の施策を地域事業者に伝えるとともに、小規模

事業者の持続的発展に向けた伴走支援を通じて、地域商工業者の 81.1％を占める小規模事業者

の経営改善普及事業を役割として担っている。東日本大震災を経験し、経営を取り巻く環境は激

変する中で、商工会議所が地域経済の持続的発展に貢献するため取組んでいく。 
  
＜東日本大震災の経験を活かす＞ 

経営力再構築伴走支援の成り立ちは、東日本大震災で釜石商工会議所が経験したことでもあ
り、震災での教訓を忘れず、あの時どのように行動すべきだったか、普段できていないことは不

測事態が生じてもできないことを肝に銘じて取組む。 
  
＜地域に根差した支援者としての役割＞ 

個人に頼るのではなく、全員がチームとして連動して支援し、マルチタスクで業務をこなせる

仕組み構築に取組むことで、全員経営指導員体制の構築を目指す。そして、釜石商工会議所にし
かできない、地域に根差した専門家では担えない支援者の役割として、事業者のことを自分ごと
と捉え、事業者の側に立って、事業者と外部との中間的役割も担いながら、本計画を実施する。 

  

・持続的な経営を可能とするため、事業者の実情に即した事業計画策定の支援を行う。 

・経営安定や事業承継に向けた支援等を関係機関と連携して推進する。 
・新たな事業の創出、地域に新たな市場や経済活動を創出する。 
・起業、創業に向けた取組みを関係機関と連携して推進する。 

・全ての産業において、電子商取引の活用による合理化や販路拡大、新商品の開発等、企業
の実態や市場動向に応じた新たな取組みを積極的に支援する。 
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（４）経営発達支援事業の目標 

   地域産業の現状及び課題、小規模事業者に対する長期的振興のあり方を踏まえ、本計画におい
て以下のとおり目標とする。 

 

＜事業に取組む目標＞ 
①経営環境への適応 

大きく変化する環境に適応する戦略的・計画的経営を推進することによって、不確実性の高

い時代での地域全体の経営安定に寄与することを目標とする。 
 
②生産性向上の推進 

強みを活かした新たな取組みに作業効率化・省人化を併せ、付加価値の向上と効率の向上を

図ることで、地域全体での稼ぐ力の向上を実現することを目標とする。 
 

③円滑な事業承継と創業の促進 
事業承継は成長発展のチャンスとなる契機でもあり、創業の促進と併せて、新たな挑戦への

チャレンジを後押しすることで地域経済の活性化につなげることを目標とする。 

 

④ＤＸに向けたＩＴ活用と情報活用等の推進 
当所自身がＤＸに向けたＩＴ活用・デジタル化、情報の蓄積・共有・活用を推進することで、

地域の小規模事業者の DX に向けた取組みへ波及させることを目標とする。 
 

⑤経営力再構築伴走支援の実行 

事業者、経営者が自ら意思決定し、行動を推進することを後押しできるように、経営力再構

築伴走支援の理解と推進により、本計画を推進することを目標とする。 
 

＜地域への裨益目標＞ 

   上記の①～⑤に取組むことで、地域商工業者の 81.1％を占める地域小規模事業者の経営安定、

稼ぐ力の向上、地域経済への活性化につなげることで地域経済に寄与し、売上向上、利益確保を
図り、地域の雇用、納税、地域生活に貢献する。 

 
 

 

 
 

 
 

 
 
 

＜釜石商工会議所のビジョン＞ 

●環境変化にチャレンジする商工業者をサポートする！ 

 ＜基本方針＞ 
●環境変化への転換、時代の転換を図るチャンス、停滞から成長へ 

釜石商工会議所では、目まぐるしく変化する社会情勢のもと「環境変化に挑戦する中、
小規模事業者等の成長支援」、「生産性の向上」、「事業の再構築」等に取り組む商工業者

を伴走しサポートします。 

 ＜重点事業＞ 

●環境変化に適応した計画経営により、変革力向上を推進し、経営の再構築を図る 
付加価値の向上・作業効率の改善、省力化等の生産性向上によって、物価高価格転嫁

対応・賃上げ実施等を支援する。 
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＜経営力再構築伴走支援の進め方＞ 

 
・本計画の実施においては、経営指導員等は支援の基礎的知識を得て、「対話と傾聴」を重ね、必要

な情報を得られるように事業者理解を深めて取組み、事業者が主体的に課題設定を意思決定し、能

動的な課題解決に取組むことを支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「傾聴」は知っているだけではなく、３原則を基に使える・機能するように訓練のうえ実践する。

傾聴を通じて、事業者、経営者との信頼関係に努め、安心して語れる「関係性構築」を図る。 
 

・「課題設定（意思決定）」は、事業者、経営者の話しが自ら促進され、考え・整理し、課題発生の原

点を見つめ直すことで、真因への「気付き・腹落ち」につながり、自ら認めて納得することが本質

的な課題を見出す。 
 

・「内発的動機」は、課題設定（ありたい姿と現状のギャップを埋める）のプロセスによって、新た

な展望を持ち、現状を変えたいという思いが、潜在的能力（想像力を掻き立て、困難に打ち勝つエ

ネルギーが生みだされる）を高める。 
 

・「潜在力の発揮」は、動機の源となる大切な価値観が、強い「内発的動機」を生み出すことで潜在

力が発揮され、課題解決への具体的な方策に基づいて能動的に行動につなげる。 
 

・経営指導員等はこれらによって、事業者、経営者の目標達成に必要な意思決定、行動を後押しする。 
 
 
●傾聴（ロジャーズの３原則） 

 

 

 

（出典：（出所：厚生労働省「こころの耳」） 
（出所：（一社）日本産業カウンセラー協会「産

業カウンセリング①」） 

経済センサスの集計に基づく商工業者数及び

小規模事業者数算出表） 

（出典：（出所：中小企業庁「経営力再構築伴走支援ガイドライン」） 
（出所：（一社）日本産業カウンセラー協会「産業カウンセリング①」） 

経済センサスの集計に基づく商工業者数及び小規模事業者数算出

表） 

●経営力再構築伴走支援モデルのフレームワーク 

 

１．共感的理解（empathy,empathic understanding） 

相手の話を、相手の立場に立って、相手の気持ちに共感しながら理解しようとする。 
 

２．無条件の肯定的関心（unconditional positive regard） 

相手の話を善悪の評価、好き嫌いの評価を入れずに聴く。相手の話を否定せず、なぜそのように考えるよう 
になったのか、その背景に肯定的な関心を持って聴く。そのことによって、話し手は安心して話ができる。 

 

３．自己一致（congruence） 
聴き手が相手に対しても、自己に対しても真摯な態度で、話が分かりにくい時は分かりにくいことを伝え、 

真意を確認する。分からないことをそのままにしておくことは、自己一致に反する。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 
２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

（１）経営発達支援事業の実施期間 

令和７年４月１日～令和１２年３月３１日 

 
（２）目標の達成に向けた方針 
①（目標）経営環境への適応 

（方針）大きく変化する環境に適応する戦略的、計画的経営を推進する 

大きく変化する環境において、これまで通りの経営で売上を維持し、適正利益が確保できるの

か、または環境に見合う経営に見直すべきか、事業の再構築に取組むべきか判断する。 
そして、中長期を見据えた持続的な経営に向け、経営者は環境に適応した自社のビジョンを描

き、従業員と共有し、組織として行動できるようにリーダーシップを発揮することが望まれる。 

 

②（目標）生産性向上の推進 

（方針）自社にとっての新たな取組みによる付加価値向上と作業効率の改善等を推進する 
東日本大震災、新型コロナウイルス感染症流行後も更なる環境変化が激化する中で、強みを活

かした新たな取組み、作業効率の改善・省人化に取組み、付加価値の向上と効率の向上を図る。                                   

そして、企業としてこれまでより競争力を高め、市場においてのポジションをつかみ、他社と
の差別化を目指した経営に取組む。 

 

③（目標）円滑な事業承継と創業の促進 
（方針）事業承継の機会をチャンスと捉え、創業の促進は事業スタート後も継続支援する 

事業承継は成長発展のチャンスとなる契機でもあり、新たな夢を実現する創業の促進と併せ
て、新たな挑戦へのチャレンジを後押しする。 
円滑な事業承継には、計画的な準備が必要で、登記手続き、相続等税金のみならず、ヒ

トの承継、資産の承継、そして目に見えにくい経営資源の承継が重要である。事業計

画策定のプロセスを通じて関係性構築に努め、スムーズな支援につなげる。  

   また、創業希望者には、市場動向や顧客ニーズに基づく、自身の強みを踏まえた事業領域の

設定等創業計画の策定、事業実施・創業後の事業継続についても支援する。 
 

④（目標）ＤＸに向けたＩＴ活用と情報活用等の推進 
  （方針）当所自身のＩＴ活用・デジタル化、情報の蓄積・共有・活用を事業者支援に波及させる 

当所自身がＤＸに向けたＩＴ活用・デジタル化、情報の蓄積・共有・活用を推進することで、

地域の小規模事業者へ、DX に向けた取組み、情報活用等について波及させる。 
支援機関として事業者に啓蒙する立場であるが、商工会議所自身の取組みは遅れており、取

組みを促進させる必要がある。 

 

⑤（目標）経営力再構築伴走支援の実行 
 （方針）事業者、経営者が自ら意思決定し、行動を推進することを後押しできるように努める 

経営力再構築伴走支援は、事業者、経営者の本質的課題を引き出し、経営者自らが気付いて

納得し、能動的行動、潜在力を引き出すことで、事業者の自己変革を目指す。 
また、経営力再構築伴走支援を実施するために、経営指導員等が個人の能力向上に努め、個

人に依存しない支援体制を整備するため、個人の強みと弱みを補完するチームワークでチーム
力向上につなげる。 
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Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

 

３．地域の経済動向調査に関すること 
（１）現状と課題 

＜現状＞ 

地域経営動向調査、地域経済構造分析において、地域事業者の経済動向、ＲＥＳＡＳの分析に

ついて情報提供してきた。 

＜課題＞ 
これまでの情報提供では、事業者が事業計画策定に活用できるように情報提供できていたとは

言えず、説明も十分ではなかった。外部環境の機会、脅威となるような情報は、分かりやすく情

報提供すべきである。 

 

（２）目標 

 公表方法 現行 R7 年度 R8 年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

①地域経済構造分析 HP 掲載 １ １ １ １ １ １ 

②景気動向調査 HP 掲載 － １ １ １ １ １ 

③通行量調査 HP 掲載 － １ ０ １ ０ １ 

※通行量調査は２年に１回実施 

 
（３）事業内容 
①地域経済構造分析 

地域の経済構造を客観的に把握することを目的とし、年1回定期的に地域経済分析システム（Ｒ

ＥＳＡＳ）を活用して分析する。地域の人口減少、過疎化が構造的に進展する中で、地域ニーズ

への対応、地域の現状、実態を正確に把握することを狙いとして実施する。  

●調査対象： 国が提供するビッグデータから、地域経済循環マップ、産業構造マップ、まちづ
くりマップなどを対象とする。 

●調査項目： 地域経済循環、生産・分配・支出分析、稼ぐ力分析、構造分析、滞在人口分析な
どを項目とする。 

●分析手法： 経営指導員等が、地域の実情、特性に応じて、ビッグデータを可視化、政府計上
のトレンドと地域トレンドを比較分析して編集する。 

 
②景気動向調査 

地域の景気実態を把握することを目的とし、年２回定期的にアンケート調査を実施する。事業

者が感じる業況判断等について把握することを狙いとして実施する。 
●調査対象： 市内に本店事業所を有する 500 事業者を対象とする。 

●調査項目： 業況判断、売上高、価格、採算水準、資金繰り、設備投資、雇用状況等を項目と
する。 

●調査手段： 郵送調査により回収する。返信用封筒で回収する。併せて巡回により調査のフォ

ローを行い、回収率を高める。 
●分析手法： 経営指導員等が、項目ごと、業種ごとに整理・集計し、情報共有し、業界、全国

との状況を比較するなど、工夫して分析する。 

 
③通行量調査 

地域の車以外の通行量を把握することを目的とし、2 年に１回定期的に通行量調査を実施する。 
●調査対象： 地域の商店街 4 地点、道路の両側 8 か所を調査地点として対象とする。 

●調査項目： 歩行者、自転車の 2 項目、日曜日（休日）と月曜日（平日）とする。 

●分析手法： 調査員に委託し、地点ごと、時間別に集計し、これまでの調査実績と比較し、通
行量の変化について分析する。 
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（４）調査結果の活用 

①周知方法・情報提供 

情報収集・調査、分析した結果は、ホームページへ掲載して周知するだけでは効果的とは言え
ないことから、小規模事業者に対して窓口・巡回指導での活用を強化する。 

分析した調査結果は、経営指導員等が十分に理解して支援の基礎資料とする他、情報提供の方

向性を確認するとともに、事業者に直接説明する等、勘と経験のみに頼らない客観的なデータの

把握につなげ、意思決定の助けとなるようにしたい。 

 
４．需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

＜現状＞ 

出展した展示商談会でのバイヤーニーズの収集、実施したテスト販売での消費者ニーズの収集

による調査を実施、事業計画の見直し・策定、新たな需要の開拓に役立てている。 
 

＜課題＞ 
十分な仮説設定により、需要の動向を把握する必要がある。価格や量目、パッケージ等につい

て検討する。また、対面での需要動向調査に限定せず、インターネットを活用した商圏を広げた

需要動向の把握にも取組む必要がある。 
 
（２）目標 

 現行 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

①対面での対象事業
者数 

4 事業者 2 事業者 2 事業者 2 事業者 2 事業者 2 事業者 

②インターネットを活用
した対象事業者数 

－ ２事業者 ２事業者 ２事業者 ２事業者 ２事業者 

※卸売販売から、ＥＣ活用への販路も見込み、展示商談会等は減らしてＥＣ等を新設した。 

 

（３）事業内容 
①対面（アンテナショップ・販売会（ＢtoＣ）、展示・商談会（ＢtoＢ））でのニーズ調査 

食品製造・販売分野を中心とした素材や加工法などの工夫により、開発・改良した商品等につ
いて、顧客開拓・市場開拓につなげるため、展示・商談会の機会、販売会の機会等において、（公

財）いわて産業振興センターや岩手県産株式会社、釜石振興開発株式会社等の協力を得て実施す

る。対象事業者に見合う需要動向について、バイヤー、消費者に対して対象事業者と調査、分析
する。調査結果は当該事業者と共有し、経営状況の分析、さらには事業計画策定に反映させる。 

 

●手段・手法： 需要動向調査を実施する機会の設定、展示・販売する商品（開発・改良、特

徴、ＰＲ用ＰＯＰ、チラシ、ＰＲ項目）の準備、説明資料、アンケート等に

ついて事業者と経営指導員等で準備・用意する。そしてバイヤーの要望、感
想等ニーズにつながる情報を収集する。また、必要に応じて、外部専門家等
によりターゲット市場のニーズ情報や商品戦略等についてアドバイスをい

ただき、事業者と情報共有する。 
 

   ●想定する機会： ＜主なアンテナショップ・販売会等＞ 

（首都圏市場）いわて銀河プラザ（東京都中央区銀座）、日本百貨店しょくひん
かん（東京都千代田区秋葉原）、飯能元気市（埼玉県飯能市）等 

（仙台市場）藤崎百貨店（仙台市青葉区）、GREEN MART（仙台市泉区）等 
（県内市場）イオンタウン釜石「結いのはま」（岩手県釜石市）、らら・いわて

盛岡店（岩手県盛岡市）、釜石まんぷくフェス(岩手県釜石市)等 
          （その他市場）岩手県、岩手県産株式会社等が主催する販売会、釜石商工会議所

が友好連携協定を結ぶ愛知県・東海商工会議所、静岡県・袋井商

工会議所等が参画する物産展等 
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＜主な展示・商談会等＞ 

           （仙台会場）伊達な商談会（東北六県商工会議所連合会、宮城県商工会議所連

合会、仙台商工会議所主催）、東北復興水産加工品展示商談会（復
興水産加工品販路回復促進センター主催）等 

          （東京会場）feel NIPPON ギフトショー（日本商工会議所主催）、その他東京

ビックサイト、幕張メッセ等で開催される展示・商談会等 

（その他会場）消費地商談会（復興水産加工品販路回復促進センター主催）、岩

手県、（公財）いわて産業振興センター等が主催する展示・商談
会等 

 

●調 査 項 目： 対象商品ごとに、商品の価格、量目、パッケージ、味、提供方法、取引決済

方法等について、調査項目を設定して調査・分析する。 

 
●結果の活用： 調査結果は、事業者と経営指導員等が整理・分析し、当該事業者と共有し、

事業計画の見直し・策定、実行支援に役立てる。明確なターゲット設定の検
証につなげ、ニーズに基づくマーケットインの事業展開を目指す。 

 

●サンプル数： 対象商品１商品あたり、バイヤー2 事業者、来場者２０名程度とする。 
 
②インターネットを活用（EC、ふるさと納税返礼品）したニーズ調査 

食品製造・販売分野を中心とした素材や加工法などの工夫により、開発・改良した商品等につ
いて、顧客開拓・市場開拓につなげるため、株式会社かまいしＤＭＣが運営する楽天市場「岩手
釜石オンラインショップ」、株式会社かまいしＤＭＣが受託する「ふるさと納税返礼品」、釜石振
興開発株式会社が運営する「三陸釜石元気市場」を活用する。商圏を拡大した消費者等の購買ニ

ーズ等について運営する事業者より、売れ筋や販売傾向等について情報を収集し、該当する商品
を製造・販売する事業者と情報共有し、購買ニーズを整理・分析、さらには事業計画の見直し・

策定に反映させる。 
 
●手段・手法： 販売ランキングや売れ筋の実績、販売の傾向等について、運営会社にヒアリ

ングする。収集する情報については対象事業者と経営指導員等で準備・用意

する。そして消費者の要望、感想などニーズにつながる情報を収集する。ま
た、必要に応じて、外部専門家等より事業者及び経営指導員等が販売する商
品のニーズ情報や商品戦略等についてアドバイスしていただき、事業者と情
報共有する。 

 

   ●想定する機会： 主なインターネット販売等 

（楽 天 市 場）株式会社かまいしＤＭＣが運営する楽天市場「岩手釜石オンラ
インショップ」等 

（ふるさと納税）株式会社かまいしＤＭＣが受託する「ふるさとチョイス」、「さ

とふる」、「楽天ふるさと納税」等 

（自主運営サイト）釜石振興開発株式会社が運営する「三陸釜石元気市場」等 
 

●調 査 項 目： 対象商品ごとに、商品の価格、量目、パッケージ、味、提供方法、取引決済
方法等について、調査項目を設定して調査・分析する。 

 

●結果の活用： 調査結果は、事業者と経営指導員等が整理・分析し、当該事業者と共有し、
事業計画の見直し・策定、実行支援に役立てる。明確なターゲット設定の検

証につなげ、ニーズに基づくマーケットインの事業展開を目指す。 
 

●サンプル数： 対象事業者１事業者あたり、消費者 5 人程度とする。 
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５．経営状況の分析に関すること 

（１）現状と課題 

＜現状＞ 
集団支援における各種セミナー、個別支援における経営指導員等の巡回・窓口相談、専門家に

よる個別相談会の他、補助金活用等をきっかけに、経営状況の分析につなげている。 

＜課題＞ 

経営状況分析の新規事業者発掘が必要である。セミナーでの発掘に依存せず、日々の巡回・窓

口相談での機会を強化し、新規事業者の発掘、定期的な経営状況分析につなげる。 
 

（２）目標 

 現行 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

①セミナー等の実施 ６回 6 回 6 回 6 回 6 回 6 回 

②簡易分析件数 

８０件 

60 件 60 件 60 件 60 件 60 件 

③詳細分析件数 25 件 25 件 25 件 25 件 25 件 

合計 85 件 85 件 85 件 85 件 85 件 

      ※セミナー等は、セミナーの他、個別相談会を実施 

 
（３）事業内容 
①経営状況分析のプロセス 

担当者を配置して事業者理解に努め、以下のプロセスで実施する。 
 

 
 

 

 

 
 

 
 

 
②経営状況分析の内容 

●対 象 者：＜簡易分析＞ 

経営指導員等会議で後継者候補、若手経営者、セミナー受講者等を中心に支援候
補者名簿を作成して対象者とする。 

＜詳細分析＞ 
 簡易分析を実施した事業者の中から、詳細分析を希望する事業者、意欲の高い事 

業者、重い経営課題を抱える事業者等を対象とする。 

  

●分析項目：＜簡易分析＞ アンケート式の分析シートを作成して実施する。売上高、粗利益、
営業利益、人件費・減価償却費、経営課題等を項目として実施する。 

＜詳細分析＞ 定量分析（財務）、定性分析（非財務）の双方で実施する。 
定量・財務分析（収益性、安全性、効率性、損益分岐点等を分析）            

定性・非財務分析（３Ｃ分析、ＳＷＯＴ分析等） 
 

●分析手段：ＳＷＯＴ分析、３Ｃ分析、ＰＥＳＴ分析、ＶＲＩＯ分析等のフレームワークは、ツ

ールの 1 つであり、事業者に適した内容、方法で事業者が理解して進めやすいこと
を重視して実施する。また、必要に応じて外部専門家の協力を得て実施する。 

 
 

＜A.掘り起こし＞ 
 

・支援候補者名簿を

作成しての事業者

巡回 
 
・補助金等の支援策

をきっかけに提案

することもあり 

＜B.簡易分析＞ 
 

・事業者理解を深め、関

係性構築を図る 
 
・個別相談を実施・簡易

分析の実施につなげる 

＜D.専門家連携＞ 
 
・必要に応じて、経営

状況が厳しい事業

者、専門的で高度な

支援が必要な事業者

の詳細分析を実施 
 
 

＜C.詳細分析＞ 
 

・外部専門家、法定経営指

導員がセミナーを実施 
 
・法定経営指導員を含めた

三者面談で詳細分析の

実施につなげる 
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③成果の活用 

事業者と分析した定量データや定性情報を基に、内部環境・外部環境の把握・分析結果につい 

 
て、機会に強みを活かした経営戦略の策定、事業計画の策定に活用する。 

また、経営指導員等は、事業者管理・経営支援システム（ＴＯＡＳ）の活用により、クラウド

上にデータ蓄積して、いつでもどこでも確認して情報共有する。 

 

６．事業計画策定支援に関すること 
（１）現状と課題 

＜現状＞ 

売上・利益の情報や商品・サービスの状況等、これまでの事業者情報、外部・内部環境の
把握・分析等を踏まえて事業計画策定につなげ、販路開拓、事業承継等につなげてきた。 

＜課題＞ 

事業者自らが事業計画策定の意義を感じ、自らが意思決定した上で、計画策定を行う必要があ
る。セミナー等に依存せずに、経営指導員等が事業者との十分な関係性構築を図り、より一層、
事業者理解に努める必要がある。 

 

（２）支援に対する考え方 

事業計画は、事業に迷った際の羅針盤、事業の方向性を共有するもの、金融機関への事業説明
をはじめ、策定目的は多岐にわたる。書式も事業者自らが定めるもの、釜石商工会議所が定める
もの等の他、経営革新、事業承継、経営力向上、事業継続力強化、経営の改善、資金調達、創業、

補助事業等、事業計画の明示先が求める内容について策定支援を実施する。 
 

（３）目標 

 現行 R７年度 R８年度 R９年度 R10 年度 R11 年度 

①セミナー等の開催 ３回 3 回 3 回 3 回 3 回 3 回 

②事業計画策定件数 24 件 25 件 25 件 25 件 25 件 25 件 

    ※セミナー等は、セミナーの他、個別相談会を実施 
 

（４）事業内容 
事業計画策定支援は、需要動向調査・簡易及び詳細の経営状況分析のプロセスを通じて、セミ

ナー・個別相談を実施して進める。セミナー・個別相談では、経営状況分析による内部環境、外
部環境の分析結果を踏まえて、セグメント、ターゲット、ポジションを明確化し、事業領域を設
定、組織・人材、マーケティング、店舗管理、生産管理等の機能について計画化する。 
また、事業計画策定は、事業者の主体的な計画策定とするため、画一化した進め方にせず、事

業計画策定の意義についての事業や自ら意思決定して、目指す方向性に合わせて実行する。 

 
①セミナー及び個別相談の実施 

セミナーは外部専門家、法定経営指導員により年２回実施し、参加者の状況に応じて内容を設

定して実施する。個別相談は、窓口相談のみとせず、必ず巡回して実際に確認する。 
また、セミナーに依存せず個別相談を強化する。経営指導員等が相談に応じるケース、経営指

導員等及び法定経営指導員の三者面談で相談に応じるケース、専門家及び経営指導員等で相談に
応じるケースと、状況に合わせたパターンで実施する。 

 

②事業計画の策定 
●支 援 対 象： 経営状況分析を行った事業者の中から、支援先事業者として選定した事業者を

対象とし、事業計画策定を支援する。 
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●手段、手法： 経営指導員等を担当者として配置し、担当者と事業者で策定した事業計画は、 

法定経営指導員を交えた三者面談でブラッシュアップする。また、必要に応じ

て、外部専門家の協力を得て、特定課題（厳しい借入返済、規模の大きな設備
投資が伴うもの等）への対応を図る。 

 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

（１）現状と課題 

＜現状＞ 
事業計画策定後から、①販路開拓に取組み、その後、事業承継計画策定につながるケース、②

販路開拓に取組み、バイヤーから新たな取引先や販売先を紹介していただく販路開拓の展開につ

ながるケース、③その他、経営の改善、プロモーション支援につながるケースもある。 

＜課題＞ 

担当者の属人的な支援によって、頻度や内容にバラツキがあり、全体の管理や基準があいまい
である。また、事業計画の進捗や実現可能性により、訪問回数を増やす等、集中的に支援し、よ

り効果につながるような、メリハリある支援が必要である。 
 

（２）支援に対する考え方 

実効性、実現可能性の高い事業計画策定を支援するため、集中的に実施支援を行う重点支援先
を決め、売上向上、利益確保の目標達成するために支援する。 
事業計画を策定した全ての事業者をフォローアップ支援の対象として、策定した事業計画が計

画通りに実行されるように進捗をフォローアップする。四半期を目途に状況確認や必要となる支
援を実施する。なお、進捗や取り組み内容等により、重点支援先、定期支援先に分けて、訪問す
る支援頻度を変えて、集中的、重点的に支援する。重点支援先では、売上向上、利益確保の目標
を達成することができるように努める。 

 
（３）目標 

 現行 Ｒ7 年度 Ｒ8 年度 Ｒ9 年度 Ｒ10 年度 Ｒ11 年度 

対象者数 24 者 25 者 25 者 25 者 25 者 25 者 

頻度(延べ回数)  104 回 115 回 115 回 115 回 115 回 115 回 

売上増加事業者数     － 8 事業者 8 事業者 8 事業者 8 事業者 8 事業者 

利益率向上事業者数    － 4 事業者 4 事業者 4 事業者 4 事業者 4 事業者 

 
フォローアップ対象者（事業計画策定 25 事業者）は、事業者毎に支援頻度を決めて、事業計

画に応じて事業計画作成後支援を実施する。フォローアップの管理は、従来は担当者ごとの基準

でカウントしていたため、基準があいまいであった。今後は基準を明確化し、事業者管理・経営

支援システム（ＴＯＡＳ）に入力して記録管理する。 
 

＜フォローアップ頻度の算出＞ 定期支援事業者 80 回（20 事業者×4 回） 
重点支援事業者 35 回（ ５事業者×7 回）   

                合計       115 回 

（４）事業内容 

事業計画を策定した全ての事業者を対象として、進捗状況について、定期的な巡回訪問等によ

りフォローアップし、モニタリングする。                          
モニタリングは、計画が着実に実行されているか、つまずいている部分はないか、計画の見直

しの必要性はないかを確認する。重点支援先、定期支援先と支援頻度を定めて経営指導員等が定

期的に訪問する等、十分なコミュニケーションによってモニタリングする。 

なお、進捗状況が思わしくなく、事業計画どおり推進されない場合や特定の課題、専門的な場
面では必要に応じて外部専門家による第三者の視点を得て、策定した計画が実行できるように、
見直しを行う。また、実行の進捗状況や目標の実現可能性なども含めて、事業者からの申出や意

向、進捗の状況を踏まえて、求めに応じて柔軟に対応する。 
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８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

（１）現状と課題 

＜現状＞ 
テスト販売、展示商談会を活用して実施してきた。テスト販売では、アンテナショップ、バイ

ヤーとの関係性構築に努め、その後の新たな取引への進展等の効果も見られた。 

 

＜課題＞ 

経営者年齢の高齢化、従業員の確保難等もあって、展示商談会、テスト販売に出展する事業者
が減少してきた。また、予め決めた展示商談会への出展が目的となって、小手先のテクニックで

臨んでも成約には結びつかないと実感している。 

 

（２）支援に対する考え方 

経済動向調査、需要動向調査、経営状況の分析を踏まえ、需要を見据えた事業計画策定に取組
み、ターゲットを明確化して事業者の戦略に見合う機会を設定し、テスト販売、展示商談会、Ｅ

Ｃ等、新たな需要開拓の支援に取組む。 
また、原価高騰や原材料仕入も大きく変化しており、従来通りの商品、販路で売上、利益を確

保していくことが難しくなっている事業者もある。そのため、卸売販売、従来商圏に拘らずに、

インターネットを活用した販路、ＳＮＳ等を活用した販売促進策の実施も併せて取組む必要があ
ることから、地域で活用が可能な通販サイトの協力も得て連携して取組む。 

 

（３）目標 

 現行 Ｒ7 年度 Ｒ8 年度 Ｒ9 年度 Ｒ10 年度 Ｒ11 年度 

①テスト販売等への
出展事業者数 

4 事業者 3 事業者 3 事業者 3 事業者 3 事業者 3 事業者 

目標売上額／者 － 7 万円 7 万円 7 万円 7 万円 7 万円 

②展示商談会等への

出展事業数 
6 事業者 ２事業者 2 事業者 2 事業者 2 事業者 2 事業者 

成約件数／者 － 1 件 1 件 1 件 1 件 1 件 

③ＥＣ等利用事業 

者数 
－ 2 事業者 2 事業者 2 事業者 2 事業者 2 事業者 

売り上げ増加率／者 － 2％ 2％ 2％ 2％ 2％ 

④プレスリリース・
ＰＲ支援 

4 件 4 件 4 件 4 件 4 件 4 件 

   ※卸売販売から、ＥＣ活用への販路も見込み、展示商談会等は減らしてＥＣ等を新設した。 

 
（４）事業内容 

実効性、実現可能性の高い事業計画策定を支援するため、経営指導員等会議において販路開拓
に意欲のある支援先を重点支援先、強化支援先に設定して、重点支援先には集中的に実施支援し
て、売上向上、利益確保、新たな顧客開拓、市場開拓の目標達成に向けた支援を実施する。 

 

①テスト販売・展示販売会を活用した販路開拓の支援（ＢtoＣ） 

食品製造・販売事業者に対して、売り場、バイヤー、決済等多様な機能を有する岩手県産株式

会社の協力を得て、運営するアンテナショップ、管理する売り場、百貨店等で開催する展示販売
会等の機会を活用してテスト販売の実施を支援する。（公財）いわて産業振興センターが主催す

る展示商談会等への出展を支援する。また、新たな需要開拓は事業者ごとに下記の機会等を設定

して実施を支援する。 

＜想定する主なアンテナショップ・販売会等＞ 

（首都圏市場）いわて銀河プラザ（東京都中央区銀座）、日本百貨店「しょくひんかん」（東京都
千代田区秋葉原）、飯能元気市（埼玉県飯能市）等 

（仙 台 市 場）藤崎百貨店（仙台市青葉区）、GREEN MART（仙台市泉区）等 
（県 内 市 場）イオンタウン釜石「結いのはま」（岩手県釜石市）、らら・いわて盛岡店（岩手県盛岡市）、 
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釜石まんぷくフェス(岩手県釜石市)等 

  （その他市場）岩手県、岩手県産株式会社等が主催する販売会、釜石商工会議所が友好連携協定

を結ぶ愛知県/東海商工会議所、静岡県/袋井商工会議所等が参画する物産展等 
 

②展示・商談会を活用した販路開拓の支援（ＢtoＢ） 

食品製造・販売事業者に対して、仙台商工会議所が実施する伊達な商談会、（公財）いわて産

業振興センターが実施するいわて食の商談会等への出展を支援する。 

また、事業者が目指す市場の参入に必要な展示・商談会等、需要を見据えて策定した事業計画
に基づき、事業者毎のターゲットに見合う業界や業種、目指す市場に向けて開催される展示商談

会等への出展を支援する。また、バイヤーとの商談、継続商談での事後フォローアップ等を含め

て支援する。 

  ＜想定する主な展示商談会等＞ 

   （仙 台 会 場）伊達な商談会（東北六県商工会議所連合会、宮城県商工会議所連合会、仙台商工
会議所主催）、東北復興水産加工品展示商談会（復興水産加工品販路回復促進セ

ンター主催）等 
    （東 京 会 場）feel NIPPON ギフトショー（日本商工会議所主催）、その他東京ビックサイト、

幕張メッセ等で開催される展示・商談会等 

（その他会場）消費地商談会（復興水産加工品販路回復促進センター主催）、岩手県、(公財)い
わて産業振興センター等が主催する展示・商談会等 

 

③インターネット販売を活用した販路開拓の支援（ＢtoＣ） 
食品製造・販売事業者に対して、自らの販売サイト開設や大手販売サイトへの出展はハードル

が高いと感じる事業者等を中心に、地域で商社機能を担う釜石振興開発株式会社、株式会社かま
いしＤＭＣの販売サイトやふるさと納税返礼品の販売機会を支援する。併せて、これらの販売サ

イトを着地点としてＳＮＳの役割、ＩＴ活用を支援することでＤＸに向けた取組みも支援する。 
＜想定する主なインターネット販売等＞ 

（楽 天 市 場）株式会社かまいしＤＭＣが運営する楽天市場「岩手釜石オンラインショップ」 
（自主運営サイト）釜石振興開発株式会社が運営する「三陸釜石元気市場」 
（ふるさと納税）株式会社かまいしＤＭＣが受託する「ふるさとチョイス」、「さとふる」、「楽天

ふるさと納税」等 

 
④プレスリリース、ＰＲ支援 

食品製造・販売事業者、飲食業、サービス業等に対して、情報や季節商品、限定商品、地域の
特徴ある商品等、事業者の商品・サービスの情報について、紙媒体、インターネット媒体、ＳＮ

Ｓ等での情報発信について、個別相談や必要に応じて専門家の協力を得て助言、発信を支援し、

プロモーションのノウハウ等を支援する。 

＜想定する主なプレスリリース先等＞ 
   （メディア）株式会社岩手日報社、釜石市記者クラブ等 

（そ の 他）釜石商工会議所のブログ、事業者ＰＲチラシの作成、協同広告チラシ等 

 

Ⅱ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組み 
 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 
（１）現状と課題 

＜現状＞ 

外部有識者、釜石市、釜石商工会議所で、年 1 回定期的に経営発達支援事業評価委員会を開

催し、事業実施状況について評価を受け、ホームページで評価・見直しを公表している。 

＜課題＞ 
計画で定めた目標（量）達成のみを重視することなく、事業者の効果、成果につながるように

質を高める必要がある。支援の基準を決めて共有し、支援度合いにメリハリをつけた支援を行う
必要がある。 
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（２）事業内容 

経営発達支援事業の実施進捗状況などについて、評価・見直しなどを行う評価会議を毎年１回

定期的に開催する。 
   

①構成メンバー 

外部有識者として専門的知識を有する第三者の中小企業診断士等、釜石市の産業振興部商工観

光課長、釜石商工会議所の事務局長、法定経営指導員で構成する。事務局は釜石商工会議所中小

企業相談所で担当する。 
 

②実施方針 

評価委員会は、P：経営発達支援事業の計画、D：実施進捗状況を説明、C：実施結果を確認し

て評価、A：実施方法の見直しへ助言を得る。また、評価委員会の結果を受けて、経営指導員等

会議（法定経営指導員、経営指導員、経営支援員等）で実施方法を見直し、本計画の申請決議機
関である三役会（会頭、副会頭、専務理事）に報告して、今後の事業実施に反映させる。 

 
③結果の公表 

評価の結果・見直しは、釜石商工会議所事務所で閲覧できるようにするとともにホームページ

で公表し、小規模事業者が常に閲覧可能な状態とする。 
 
10．経営指導員等の資質向上等に関すること 

（１）現状と課題 
＜現状＞ 

東日本大震災後に経営指導員が全員入れ替わる中、外部研修の活用や OＪＴ等、人材育成に取
組んできた。また、一人で悩まずに不安を抱え込まずに相談できる体制によって、一定の成果は

得られた。 
＜課題＞ 

全体的な底上げに取組んできたが、それでも支援力にはバラツキがあり、担当者によって支援
の内容に差が生じている。意欲、モチベーションにも個人差が見られ、消極的な面も見られる。 

 

（２）事業内容 

①外部研修の活用 
年間計画により、能力、階層段階に合わせて、経営指導員等全員が外部研修を受講する。研修

受講は目的意識を持って準備・受講し、研修終了後は振返りによって他の経営指導員等と知識、
ノウハウ等の共有に努める。 

 

 

 
 

 

 

②内部研修の実施 
釜石商工会議所内で、経営指導員等全職員が参加し、不足する支援能力向上を図るため、基礎

的知識の習得、知識を使えるようにする実践力、業種特性等の事例研究等について、内部研修を
実施する。研修は必要に応じて外部講師を招聘して実施する。 

 

 
 

 
 

 
 
 

  

●中小企業大学校 ： 基礎研修、専門研修、オンライン研修等 

●日本商工会議所 ： 全国経営指導員研修、テーマ別研修、オンライン研修等 
●県内商工会議所 ： 経営指導員研修、経営支援員研修、県連研修等 
●中小機構、その他： 事業承継、創業、経営力再構築伴走支援（傾聴、事業者理解等）等 

 

  

●経営力再構築伴走支援： 傾聴、対話（事業者理解等）、コーチング等 

●ＤＸに向けたＩＴ活用： ＩＴ・デジタル化の基礎知識、クララウド会計、ＳＮＳ、ＥＣ等 

●経営戦略・事業計画等： 環境分析、経営分析、戦略策定、管理会計、経営管理、人的資源 

管理、生産管理、販売管理、マーケティング等 
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③ＯＪＴによる人材育成の仕組み 

●中堅経営指導員の育成 

当所の経営指導員等は中堅年齢に集中していることから、中堅経営指導員等の人材育成を強
化する。外部専門家による個別相談では支援プロセスを学び、三者面談（事業者・担当者・法

定経営指導員）では「やって見せて、説明して聞かせ、させてみせ、ほめる・承認する」こと

で支援プロセスの実践強化に努める。また、支援機会を公平に与えて成長機会を醸成し、数を

こなすことで「自信、実力、習慣」付けを図ることで支援力の向上につなげる。 

 
●全員経営指導員体制を構築してチーム・組織力の向上を図る 

経営指導員等が個人の知識やスキル、実践力の向上を図るとともに、類人猿分類（精神科医・

名越康文監修）を活用して、「相手は自分とは違う」という当たり前の考え方を自然と意識す

ることを学び、お互いを理解して尊重できる関係性を築く。これによって、自己理解を深め、

相手を知ることで、異なる個性を持つメンバーの強みを活かし、弱みを補い、協力して役割分
担することで、チーム力・組織力の強化を図っていく。 

 
④支援ノウハウを蓄積・共有・活用し、経営指導員等の支援力向上を図る仕組み 

●支援情報を一元管理して蓄積・共有・活用、データベース化 

商工会議所の事業所管理・経営支援システム「ＴＯＡＳ」を活用して支援情報を一元管理の
もと蓄積する。モバイルツールも活用し、いつでもどこでも音声入力・自動書き起こし、生成
ＡＩ要約・決算データＯＣＲ読取り等で作業の効率化を図る。 

また、経営支援機能を活用し、経営指導員等全員が情報を見られるように共有して支援の参
考とする。得られたデータは経営分析、ＳＷＯＴ分析等によって分析して担当者のみならず、
相互共有して活用することで、ノウハウの蓄積につなげる。事業者には見やすい形でアウトプ
ットすることで開示して可視化する。 

    業効効率の改善によって得られる時間は、事業者との面談や環境分析、事業計画策定等に注
力して、質を向上させて支援力向上につなげる。 

 
 
 

 

 
 
 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 
 

  

 
 

＜定性＞対話を自動書き起こし、分析につなげる 

＜定性＞モバイル活用、いつでもどこでも情報収集 ＜定量情報＞決算書をＯＣＲ読取り、データ蓄積 

＜定量情報＞決算データから経営分析、同業種比較 
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11．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

（１）現状と課題 

＜現状＞ 
県内、東北の商工会議所の定期会議、日本政策金融公庫盛岡支店の協議会、県内支援機関のネ

ットワーク等で支援ノウハウの情報を交換する機会となっていた。 

 ＜課題＞ 

定期会議等は、情報交換が限定的な部分もあり、支援ニーズが多様化する中で、他の支援機関

の取組み、ノウハウ蓄積等、情報を交換する新たな機会を設定する等工夫が必要である。 
 

（２）事業内容 

①県内商工会議所経営支援部署の定期会議（県内） 

盛岡商工会議所（県庁所在地）が主催し、県内商工会議所が年１回定期的に集まる情報交換会

の機会。構成メンバーは、県内 9 商工会議所の経営支援担当課長であり、昨今の支援ニーズが多
様化する中で、各所の取組について情報交換する場となっている。 

 
②東北六県商工会議所中小企業相談所長会議（東北） 

仙台商工会議所が主催し、東北六県の商工会議所が年１回定期的に集まる情報交換会の機会。 

構成メンバーは、東北六県の商工会議所、中小企業相談所長であり、日本商工会議所から国の
政策・施策の情報、特徴ある支援方法等について意見交換できる場となっている。   

 

③小規模事業者経営改善資金貸付推薦団体連絡協議会（盛岡支店管内） 
(株)日本政策金融公庫盛岡支店の管轄地域内の商工会、商工会議所と年２回定期的に集まる情

報交換の機会。構成メンバーは、同支店の管轄地域内の商工会議所、商工会であり、円滑な資金
調達をサポートするため、資金需要や支援事例について情報交換できる場となっている。 

 
④岩手県事業承継ネットワーク会議（異業種の支援機関） 

盛岡商工会議所（事業承継・引継ぎ支援センター）が主催し、事業承継に関連する支援機関が
年１回定期的に集まる情報交換の機会。構成メンバーは、県内の商工会議所・商工会の他、岩手
県、東北経済産業局、独立行政法人中小企業基盤整備機構、市役所、各士業協会等であり、事業

承継に関する制度、親族内承継、親族外承継等について情報交換できる場となっている。 

  
⑤県内、県外の商工会議所等との支援方法、ノウハウに係る情報交換会（県内外） 

   先進的、特徴的な支援ノウハウを有し、取組みを行う支援機関との情報交換会を実施する。Ｄ
Ｘに向けたＩＴ活用・デジタル化、経営力再構築伴走支援等について、当所が蓄積すべきノウハ

ウや学ぶべき支援事例等について、情報交換の機会を設定して支援力アップに取組む。 
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（別表２） 

経営発達支援事業の実施体制 

 

13．経営発達支援事業の実施体制（令和６年１１月現在） 
（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達

支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与

体制 等） 
 

 

 
 

 
 

 
 
 

 

 

 
 

 

 

 
 
 
（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 
氏 名： 土橋 一志 

連絡先： 釜石商工会議所中小企業相談所 TEL：0193-22-2434 
 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言 
法定経営指導員は、経営発達支援事業の実施、実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた 

進捗管理などを行い、事業の評価・見直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 
 

（３）商工会議所、関係市町村連絡先 
①商工会議所 

・〒026-0021 岩手県釜石市只越町 1-4-4  

釜石商工会議所中小企業相談所 
TEL： 0193-22-2434 / FAX：0193-22-1600 

E-mail： soudanjo@kamaishi-cci.or.jp 

 
②関係市町村 

・〒026-8686 岩手県釜石市只越町 3-9-13  

釜石市産業振興部商工観光課商工業支援係 

TEL： 0193-27-8421 / FAX：0193-22-2762 

E-mail： sangyou@city.kamaishi.iwate.jp 
 

 
 

 
 

 
 

＜釜石商工会議所（全１３名）＞ 

 

 
 
事務局長 

中小企業相談所経営支援課／総務課 

法定経営指導員（中小企業相談所長）  １名 

経営指導員                ２名 
経営支援員                ５名 

一般職員（総務課長）        １名 
契約職員               ３名 

 
＜釜石市産業振興部 

商工観光課＞ 

 

 
課長 

 

商工業支援係    

観光物産係     
ＵＩターン推進係  



- 22 - 

 

（別表３） 

 

14．経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

（単位：千円） 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 
 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 
 

 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 
 
 

 

 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11 年度 

必要な資金の額 3,726 3,726 3,726 3,726 3,726 

 ・地域の経済動向調査 

・需要動向調査 

・経営状況の分析支援 
・事業計画策定支援 

・計画策定後の実行支援 

・新たな需要開拓支援 

・経営指導員等の支援向上等 

・支援ノウハウ等の情報交換 
・経営支援情報の管理 
 

 450 

635 

300 
300 

380 

635 

653 

73 
300 

450 

635 

300 
300 

380 

635 

653 

73 
300 

450 

635 

300 
300 

380 

635 

653 

73 
300 

450 

635 

300 
300 

380 

635 

653 

73 
300 

450 

635 

300 
300 

380 

635 

653 

73 
300 

調達方法 

事業等収入、市補助金、県補助金、国補助金等 
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（別表４） 

経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経 

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 
並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

連携して実施する事業の内容 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

 
 

 
 

 

 

 
 
 

連携体制図等 
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